
 社長の青柳でございます。皆さま、本日はお忙しい中、お集まりいただき、誠にありがとうござい
ます。 
 
 

 3月19日に公表した「JR九州グループ中期経営計画2019-2021」について説明します。 
 
 

 本中期経営計画のタイトル「次の『成長ステージ』に向けて」は、上場後初めて策定する中期経営
計画の期間をJR九州グループが次の成長ステージに昇るための3年にしたいと考え、名づけたもので
す。 
 
 

 2ページへお進みください。 
 



 
 



 まず、前中期経営計画の振り返りです。 
 
 

 3つの重点戦略について、記載の項目をはじめ着実に成果が得られた一方、引き続き対応すべき課題
も見えてきました。また、株式上場をすることで、認識を新たにした課題もございます。 
 
 

 本中期経営計画においては、これらの課題に、しっかりと取り組んでまいりたいと考えており、課
題解決に向けた施策を記しております。 
 
 

 次のページへお進みください。 
 



 前中期経営計画の経営数値目標については、営業収益、EBITDAのいずれも、目標を上回る見通しで
す。 
 
 

 また、参考とした設備投資額は、賃貸マンションやホテル、タイ事業等の成長投資等が追加された
ことから、当初計画の1,900億円を上回る見通しです。 
 
 

 次のページへお進みください。 



 当社グループを取り巻く経営環境については、これまで以上の大きな変化が予想され、その中には、
当然、機会と脅威の双方が含まれます。 
 
 

 本中期経営計画は現実性の高い施策及び目標設定を重視したため3年としました。しかし、経営環境
の変化を踏まえると、既存の延長線上にない新たな視点が必要であり、将来に亘って事業を展開し
ていくためには、より長期的な視点が必要であると考えました。 
 
 

 次のページへお進みください。 



 そこで、今回新たに「2030年長期ビジョン」を策定しました。 
 
 

 JR九州グループは、モビリティサービスにおいて社会的な役割を担うべく、持続可能なモビリティ
サービスの構築に挑戦します。そして、モビリティサービスを活かしつつ、博多や大分等で取り組
んだ地域の特性を活かしたまちづくりを通して、九州の持続的な発展に貢献し続けることが2030年
のビジョンです。なお、JR九州グループが標榜する「まちづくり」の定義についてはp.26に記載し
ておりますので、後程、ご参照ください。 
 
 

 次のページへお進みください。 



 本中期経営計画の位置づけとその概要について示しています。前中期経営計画から引き継がれる課
題をふまえた上で、更には2030年長期ビジョンの実現に向けて、3つの重点取り組みを設定しまし
た。 
 
 

 更なる経営基盤強化を礎として、第一に主力事業の収益力強化、第二に新たな領域における成長と
進化を並行して一体的に推進します。 
 
 

 次のページへお進みください。 



 1つ目の重点取組である「更なる経営基盤強化」です。 
 
 

 ガバナンスの強化と効率的なセグメント経営推進の双方の視点に立ち、必要な体制の構築を積極的
に進めてまいります。 
 
 

 ガバナンスの強化につきましては、3月19日付けで指名・報酬諮問委員会を設置し、株主との価値共
有を深度化するため、株式報酬の導入も検討しております。 
 
 

 次のページへお進みください。 
  



 セグメント経営を推進するため、2019年4月1日より、駅ビル、ホテル事業における中間持株会社を
設立するとともに、セグメント区分の変更等を行います。なお、中間持株会社については、昨年12
月25日に開示いたしました。 
 
 

 セグメント区分の主な変更点として、これまではその他セグメントに区分していたホテル事業を駅
ビル・不動産セグメントへ移動します。これに伴い、駅ビル・不動産セグメントの名称を不動産・
ホテルセグメントに変更します。 
 
 

 また、セグメントの損益を、より合理的、実効的に認識するため、運輸サービスセグメントと不動
産・ホテルセグメントとの間で、収益・費用計上区分を変更します。 
 
 

 次のページへお進みください。 



 続いて、重点取り組みの二つ目である「主力事業の更なる収益力強化」として鉄道事業における施
策です。 
 
 

 鉄道事業においては、前中期経営計画の振り返りで記載のとおり、減価償却費の増加や自然災害、
設備・車両の老朽化への対応が課題であると認識しています。 
 
 

 九州域内における人口減少、少子高齢化は避けられませんが、新幹線、近距離、インバウンドの3つ
の主力分野において収益力向上を図ることで収支を改善させ、もって九州の持続的な社会の維持・
発展に貢献してまいります。 
 
 

 2021年度の鉄道運輸収入は1,540億円を目標とし、人口減少、少子高齢化の逆風の中、新幹線、在
来線ともに増収を計画して取り組んでいきます。 
 
 

 次のページへお進みください。 



 鉄道事業の生産性の向上については、新技術を積極的に活用し、効率化・省人化を推進します。 
 
 

 スライド下部の図は、運輸サービスセグメントが想定している営業利益のイメージです。今後、人
口減少が続く中で、鉄道事業を取り巻く環境は厳しさを増していきます。更に、当社においては引
続き人件費の減少はあるものの減価償却費の増加等が見込まれることから、現状より営業利益の水
準はいったん低下する見通しです。なお、資料には示していませんが、運輸サービスセグメントの
EBITDAは、現状よりも増加する見込みです。 
 
 

 JR九州グループは収益力および生産性向上を図るとともに、地域の方の生活を支える持続可能なモ
ビリティサービスの構築に、それぞれの地域と一緒に取り組みます。これらを通じて、九州のモビ
リティサービスを担う企業グループとして社会的役割を全うしてまいります。 
 
 

 次のページへお進みください。 



 運輸サービスセグメントの数値目標について、営業利益のグラフをご覧ください。2018年度から
2021年度にかけて、税制特例措置の廃止や減価償却費増加等によるマイナスの影響、不動産・ホテ
ルセグメントとの間の収益・費用計上区分の変更によるプラスの影響がある他、収益力・生産性の
向上による効果を30億円と見込んでいます。 
 
 

 次のページへお進みください。 



 続いて、事業の軸足である九州エリアにおける戦略的まちづくりです。九州の主要駅周辺において、
今後も開発を進めていきます。 
 
 

 次のページへお進みください。 

  



 アジアのリーダー都市を目指す福岡においては、都市機能向上のための規制緩和、大型開発プロ
ジェクト、福岡市営地下鉄3号線の博多駅延伸等が予定されています。これらの事業機会を活かして、
積極的に事業を展開してまいります。 
 
 

 次のページへお進みください。 
  



 博多駅周辺は、福岡においても高い成長性が期待できるエリアです。博多駅空中都市構想は、博多
駅線路上空を立体的に利用するもので、福岡市の施策である「博多コネクティッド」等の事業機会
も活用していきたいと考えています。 
 
 

 この構想をJR九州グループの大きな成長機会と位置づけ、グループ総力を結集しプロジェクトを進
めてまいります。本計画期間中は、将来に向けて、このような種まきを積極的に行っていく所存で
す。 
 
 

 次のページへお進みください。 



 熊本駅周辺開発では、今までの博多・大分等のまちづくりの経験を活かして、駅を中心として、駅
ビル、オフィス、ホテル、マンション等さまざまな機能を揃えたまちをつくります。本計画期間中
の2020年秋のオフィスビル開業を契機に、まちを広げていきます。 
 
 

 宮崎駅西口開発では、地元企業や行政と連携して開発を進めてまいります。駅ビルについては、同
じく本計画期間中の2020年秋の開業予定です。 
 
 

 次のページへお進みください。 



 駅ビル事業では、中間持株会社「JR九州駅ビルホールディングス㈱」設立によってグループ横断的
な視点に立った経営効率化やリニューアルを計画及び実行していくほか、広場の有効活用によるに
ぎわいづくりを通じて持続的な成長を目指します。 
 
 

 また、主要駅においては鉄道事業のさらなる効率化によって、新たな商業スペース等の空間を創出
し、開発による収益力の強化に取り組みます。 
 
 

 新規開発は、ある程度の期間を要することから、我々としては既存の駅ビルでの収益をいかにあげ
ていくかがポイントだと考えています。 
 
 

 次のページへお進みください。 



 不動産・ホテルセグメントの数値目標について、営業利益のグラフをご覧ください。運輸サービス
セグメントとの間の収益・費用計上区分の変更等のマイナスがある一方、これまでに積み上げてき
た保有資産のポテンシャルを高めるとともに、新規に開業する駅ビル等が利益貢献することによる
増益要因を47億円と見込んでいます。 
 
 

 熊本駅周辺開発やホテル、賃貸マンション開発等の成長投資を含め、セグメントの投資額は2,000億
円と前中期経営計画を上回る見通しです。 
 
 

 次のページへお進みください。 



 3つ目の重点取組である「新たな領域における成長と進化」です。 
 
 

 事業の軸足である九州で強みを培い、充分に競争力が見込める事業については、九州外への事業展
開により、事業の成長を加速させます。そして、九州外で得た新たな技術やノウハウを九州へ還元
することで、九州での事業拡大にも貢献します。 
 
 

 次のページへお進みください。 



 さらに、技術革新の潮流をとらえて、新たなモビリティサービスの構築に挑戦します。MaaSについ
ては、新たな技術の取り込みと他社との連携等を進め、地域の特性に応じたモビリティサービスの
提供を目指します。 
 
 

 また、鉄道事業の収支改善や建設、流通、外食事業の人手不足に向けて、新しい技術を積極的に活
用して省力化、省人化を推進します。 
 
 

 次のページへお進みください。 



 本中期経営計画の連結ベースの経営数値目標は、営業収益と営業利益としました。これまでは営業
キャッシュ・フローの代替としてEBITDAを目標としておりましたが、減価償却費が増加する局面で
あることを踏まえて営業利益をKPIとしました。 
 
 

 本計画期間中の営業利益の水準は、2018年度と比較して、鉄道運輸収入の増加や熊本駅ビル及び宮
崎駅ビルの開業効果等の増益要因がある一方で、税制特例措置の廃止や減価償却費の増加、開発に
伴う一時的な費用による減益要因もあり、2021年度の営業利益としては570億円を目標とします。
なお、営業キャッシュ・フローの期間累計額は、前計画期間よりも増加する見込みです。 
 
 

 セグメント別の数値目標は下の表をご覧ください。 
 
 

 次のページへお進みください。 



 本中期経営計画期間中の投資総額は3,400億円と、前計画期間の見込み額2,390億円を大幅に上回る
規模を計画しており、営業キャッシュ・フローの期間累計額を上回る見通しです。 
 
 

 当社グループの社会的役割は、最大の使命である「安全」「サービス」を最優先に、持続的な鉄道、
モビリティサービスを構築していくことです。そのために多発する災害や老朽化する設備、車両更
新等への対応が課題であり、ここには資金を要するものと認識しております。 
 
 

 その中で、当社グループが持続的な経営を続けていくためには、運輸サービスセグメントはもとよ
り、不動産・ホテルセグメントをはじめとした各セグメントのキャッシュ・フロー、利益の更なる
成長が必要であり、本中期経営計画期間においても成長投資を着実に推進してまいります。 
 
 

 なお、持続的な経営と成長のため、維持更新投資、成長投資の一部および株主還元は、原則として
営業キャッシュ・フローの範囲において実施します。一方で、成長投資により不足するキャッシュ
については、財務規律を損なわない範囲の負債を活用することで調達します。 
 
 

 株主還元は、長期安定的に行うことを重要と考えています。2019年度以降、税制特例措置の廃止等
により利益の減少を見込んでいますが、安定的な株主還元を継続してまいります。2021年度までの
間は、総還元性向35％を目安とした安定的な配当を行い、状況に応じて自己株式取得も行います。 
 
 

 次のページへお進みください。 



 JR九州グループは、発足以来、事業を通じて地域社会と共に歩んでまいりました。これからも地域
社会へ貢献する企業グループであり続けるために、ESGの観点から、重点テーマを設定し、着実に
取り組んでまいります。 
 
 

 以上でご説明を終わります。ご清聴ありがとうございました。 
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